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第　 7 4 　号

　　　熊本県手数料条例の一部を改正する条例の制定について

　熊本県手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。

　　平成 3 1 年 2 月 2 1 日提出

� 熊本県知事　蒲　島　郁　夫　　　

　　　熊本県手数料条例の一部を改正する条例

第 1条　熊本県手数料条例（平成 1 2 年熊本県条例第 9号）の一部を次のように改正する。

　　別表第 2 7 化学分析の項、化学及び物理試験の項及び食品試験の項を次のように改め

る。

　　別表第 2 7 機械試験の項中「 1 0 ， 3 7 0 円」を「 1 0 ， 8 1 0 円」に、「 9 2 0 円」

を「 1， 0 3 0 円」に、「 5， 8 3 0 円」を「 6， 1 0 0 円」に改め、同表金属分析の

項中「 5， 2 9 0 円」を「 5， 3 2 0 円」に改め、同表金属試験の項中「 1， 2 4 0 円」

を「 1， 2 2 0 円」に、「 1 8 ， 7 9 0 円」を「 1 9 ， 2 0 0 円」に、「 4， 8 6 0 円」

を「 4， 9 1 0 円」に、「 8， 8 0 0 円」を「 1 2 ， 3 4 0 円」に改め、同表窯業試験

の項及び木竹試験の項を次のように改める。

　　別表第 2 8 農産物及びその加工品の項中「 2， 5 9 0 円」を「 2， 9 1 0 円」に、「

　 1 9 ， 0 6 0 円」を「 1 9 ， 6 0 0 円」に、「 1， 6 2 0 円」を「 1， 9 0 0 円」に、

　「 4， 8 1 0 円」を「 5， 5 6 0 円」に、「 5， 0 8 0 円」を「 5， 8 9 0 円」に改め

　る。

化学分析 定性分析 1， 8 5 0 円

定量分析 2， 3 9 0 円

化学及び物理試験 1試料 1項目につき 2， 6 9 0 円以上 2 7 ， 9 9 0

円以下の範囲内で知事が定める額

食品試験 食品分析 1， 9 0 0 円以上 2 9 ， 6 7 0 円以下の範囲内で知

事が定める額

機器分析 4， 4 5 0 円以上 1 9 ， 6 0 0 円以下の範囲内で知

事が定める額

微生物試験 4， 4 3 0 円以上 4 7 ， 0 0 0 円以下の範囲内で知

事が定める額

酵素試験（麹

、もろみ）

1 2 ， 3 6 0 円以上 2 3 ， 3 5 0 円以下の範囲内で

知事が定める額

窯業試験 試焼等の試験 1， 4 5 0 円以上 8， 0 7 0 円以下の範囲内で知事

が定める額
木竹試験 3， 3 5 0 円
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第 2 条　熊本県手数料条例の一部を次のように改正する。

　　第 2条第 1項第 6 2 5 号の 7の 2の次に次の 2号を加える。

　　（625）の 7の 3　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 3 0 年

法律第 4 9 号）第 1 0 条第 1項の規定に基づく特定所有者不明土地に係る土地使用

権等の取得又は同法第 1 9 条第 1項の規定に基づく使用権設定土地に係る土地等使

用権の存続期間の延長に係る裁定の申請に対する審査

　　　　特定所有者不明土地に係る土地使用権等取得又は使用権設定土地に係る土地等使

用権の存続期間延長の裁定申請手数料　次のアからカまでに掲げる損失の補償金

の見積額の区分に応じ、それぞれアからカまでに定める額

　　　　ア　 1 0 0 ， 0 0 0 円以下の場合　 2 7 ， 0 0 0 円

　　　　イ　 1 0 0 ， 0 0 0 円を超え 1 0 0 万円以下の場合　 2 7 ， 0 0 0 円に損失の補

償金の見積額の 1 0 0 ， 0 0 0 円を超える部分が 5 0 ， 0 0 0 円に達するごと

に 2， 7 0 0 円を加算した額

　　　　ウ　 1 0 0 万円を超え 5 0 0 万円以下の場合　 7 5 ， 6 0 0 円に損失の補償金の

見積額の 1 0 0 万円を超える部分が 1 0 0 ， 0 0 0 円に達するごとに 3， 4 0

　　　　　 0円を加算した額

　　　　エ　 5 0 0 万円を超え 2， 0 0 0 万円以下の場合　 2 1 1 ， 6 0 0 円に損失の補

償金の見積額の 5 0 0 万円を超える部分が 1 0 0 万円に達するごとに 3， 5 0

　　　　　 0円を加算した額

　　　　オ　 2， 0 0 0 万円を超え 1億円以下の場合　 2 6 4 ， 1 0 0 円に損失の補償金

の見積額の 2， 0 0 0 万円を超える部分が 4 0 0 万円に達するごとに 4， 8 0

　　　　　 0円を加算した額

　　　　カ　 1億円を超える場合　 3 6 0 ， 1 0 0 円

　　（625）の 7の 4　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第 2 7 条第 1

項又は第 3 7 条第 1項の規定に基づく特定所有者不明土地の収用又は使用に係る裁

定の申請に対する審査

　　　　特定所有者不明土地の収用又は使用に係る裁定申請手数料　次のアからカまでに

掲げる損失の補償金の見積額の区分に応じ、それぞれアからカまでに定める額

　　　　ア　 1 0 0 ， 0 0 0 円以下の場合　 2 7 ， 0 0 0 円

　　　　イ　 1 0 0 ， 0 0 0 円を超え 1 0 0 万円以下の場合　 2 7 ， 0 0 0 円に損失の補

償金の見積額の 1 0 0 ， 0 0 0 円を超える部分が 5 0 ， 0 0 0 円に達するごと

に 2， 7 0 0 円を加算した額

　　　　ウ　 1 0 0 万円を超え 5 0 0 万円以下の場合　 7 5 ， 6 0 0 円に損失の補償金の

見積額の 1 0 0 万円を超える部分が 1 0 0 ， 0 0 0 円に達するごとに 3， 4 0
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　　　　　 0円を加算した額

　　　　エ　 5 0 0 万円を超え 2， 0 0 0 万円以下の場合　 2 1 1 ， 6 0 0 円に損失の補

償金の見積額の 5 0 0 万円を超える部分が 1 0 0 万円に達するごとに 3， 5 0

　　　　　 0円を加算した額　

　　　　オ　 2， 0 0 0 万円を超え 1億円以下の場合　 2 6 4 ， 1 0 0 円に損失の補償金

の見積額の 2， 0 0 0 万円を超える部分が 4 0 0 万円に達するごとに 4， 8 0

　　　　　 0円を加算した額　

　　　　カ　 1億円を超える場合　 3 6 0 ， 1 0 0 円

第 3条　熊本県手数料条例の一部を次のように改正する。

　　第 2条第 1項第 6 2 5 号の 1 1 ア中「 1， 8 4 0 円」を「 1， 8 7 0 円」に改め、同

号イ及びウ中「 2， 1 6 0 円」を「 2， 2 0 0 円」に改め、同号エ中「 6， 4 8 0 円」

を「 6， 6 0 0 円」に改め、同号オ中「 1 6 ， 2 0 0 円」を「 1 6 ， 5 0 0 円」に改め、

同号カ中「 2， 0 6 0 円」を「 2， 1 0 0 円」に改め、同号キ中「 4， 8 7 0 円」を「

　 4， 9 6 0 円」に改め、同号ク中「 4， 3 2 0 円」を「 4， 4 0 0 円」に改め、同号ケ

中「 6， 4 8 0 円」を「 6， 6 0 0 円」に改め、同項第 6 2 6 号中「 7 8 0 円」を「 7

　 9 0 円」に改め、同項第 6 2 7 号中「 6 2 0 円」を「 6 3 0 円」に改め、同項第 6 2 7

号の 2中「 6 6 0 円」を「 6 7 0 円」に改め、同項第 6 2 9 号中「 7 6 0 円」を「 7 7

　 0 円」に改め、同項第 6 3 5 号中「 6 3 0 円」を「 6 4 0 円」に改め、同項第 6 3 8 号

ア中「 5， 1 8 0 円」を「 5， 2 8 0 円」に改め、同号イ中「 3， 1 4 0 円」を「 3，

2 0 0 円」に改め、同号ウ中「 2， 0 6 0 円」を「 2， 1 0 0 円」に改め、同項第 6 3

　 9 号中「 5， 1 8 0 円」を「 5， 2 8 0 円」に改め、同項第 6 4 0 号中「 2， 0 6 0 円」

を「 2， 1 0 0 円」に改め、同項第 6 4 1 号中「 7 8 0 円」を「 7 9 0 円」に改め、同

項第 6 4 2 号中「 6 2 0 円」を「 6 3 0 円」に改め、同項第 6 4 4 号中「 4 3 0 円」を

「 4 4 0 円」に改め、同項第 6 4 9 号中「 6 4 0 円」を「 6 5 0 円」に改め、同項第 6

　 5 1 号ア中「 1， 1 8 0 円」を「 1， 2 0 0 円」に改め、同号イ中「 1， 9 7 0 円」を

「 2， 0 1 0 円」に改め、同号ウ中「 2， 7 2 0 円」を「 2， 7 7 0 円」に、「 4， 2

　 6 0 円」を「 4， 3 4 0 円」に改め、同号キ中「 1， 0 3 0 円」を「 1， 0 5 0 円」に  

改め、同号ク及びケ中「 2 7 0 円」を「 2 8 0 円」に改め、同号サ中「 2， 6 1 0 円」  

を「 2， 6 6 0 円」に改め、同号ス中「 1， 4 6 0 円」を「 1， 4 9 0 円」に改め、同

号セ中「 2， 5 7 0 円」を「 2， 6 2 0 円」に改め、同項第 6 5 1 号の 2中「 1， 0 8

　 0 円」を「 1， 1 0 0 円」に改める。

　　別表第 1生物学的試験検査の項中「 1， 3 0 0 円」を「 1， 3 2 0 円」に、「 2， 1

　 6 0 円」を「 2， 2 0 0 円」に、「 6 5 0 円」を「 6 6 0 円」に、「 4 3 0 円」を「 4

　 4 0 円」に、「 5 5 0 円」を「 5 6 0 円」に、「 2， 0 6 0 円」を「 2， 0 9 0 円」に、
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「 5 ， 1 8 0 円」を「 5， 2 8 0 円」に、「 3， 2 4 0 円」を「 3， 3 0 0 円」に、「

　 4， 6 5 0 円」を「 4， 7 3 0 円」に、「 6， 3 8 0 円」を「 6， 4 9 0 円」に、「 7，

　 9 9 0 円」を「 8， 1 4 0 円」に、「 1 5 ， 4 5 0 円」を「 1 5 ， 7 3 0 円」に、「 4，

　 0 0 0 円」を「 4， 0 7 0 円」に改め、同表理化学的試験検査（食品の規格試験検査、

上水の水質基準試験検査及び生活環境試験検査にあっては、生物学的試験検査を含む。）

の項中「 2， 1 6 0 円」を「 2， 2 0 0 円」に、「 4， 1 0 0 円」を「 4， 1 8 0 円」

に、「 4， 6 5 0 円」を「 4， 7 3 0 円」に、「 7， 7 8 0 円」を「 7， 9 2 0 円」に、

「 1 5 ， 6 7 0 円」を「 1 5 ， 9 5 0 円」に、「 6， 3 8 0 円」を「 6， 4 9 0 円」に、

「 1 2 ， 3 1 0 円」を「 1 2 ， 5 4 0 円」に、「 2 0 ， 8 5 0 円」を「 2 1 ， 2 3 0 円」

に、「 3 8 ， 7 8 0 円」を「 3 9 ， 4 9 0 円」に、「 9， 5 0 0 円」を「 9， 6 8 0 円」

に、「 1， 0 8 0 円」を「 1， 1 0 0 円」に、「 1， 7 3 0 円」を「 1， 7 6 0 円」に、

「 3， 2 4 0 円」を「 3， 3 0 0 円」に、「 2 0 ， 7 4 0 円」を「 2 1 ， 1 2 0 円」に、

「 6， 2 6 0 円」を「 6， 3 8 0 円」に、「 1 2 ， 6 4 0 円」を「 1 2 ， 8 7 0 円」に、

「 3 1 ， 2 2 0 円」を「 3 1 ， 7 9 0 円」に、「 2 3 ， 2 3 0 円」を「 2 3 ， 6 5 0 円」

に、「 1， 3 0 0 円」を「 1， 3 2 0 円」に、「 3 8 ， 6 6 0 円」を「 3 9 ， 3 8 0 円」

に、「 2 0 ， 5 2 0 円」を「 2 0 ， 9 0 0 円」に、「 1， 6 3 0 円」を「 1， 6 5 0 円」

に、「 7， 8 9 0 円」を「 8， 0 3 0 円」に、「 1 2 ， 4 3 0 円」を「 1 2 ， 6 5 0 円」

に、「 1 1 ， 1 3 0 円」を「 1 1 ， 3 3 0 円」に、「 1 2 ， 8 6 0 円」を「 1 3 ， 0 9

　 0 円」に、「 9 5 ， 5 9 0 円」を「 9 7 ， 3 5 0 円」に、「 2， 5 9 0 円」を「 2， 6

　 4 0 円」に、「 5， 7 3 0 円」を「 5， 8 3 0 円」に、「 8， 0 4 0 円」を「 8， 2 0

　 0 円」に改める。

　　別表第 2 7 化学分析の項中「 1， 8 5 0 円」を「 1， 8 8 0 円」に、「 2， 3 9 0 円」

を「 2， 4 3 0 円」に改め、同表化学及び物理試験の項中「 2， 6 9 0 円」を「 2， 7

　 4 0 円」に、「 2 7 ， 9 9 0 円」を「 2 8 ， 5 1 0 円」に改め、同表食品試験の項中「

　 1， 9 0 0 円」を「 1， 9 4 0 円」に、「 2 9 ， 6 7 0 円」を「 3 0 ， 2 2 0 円」に、 

「 4 ， 4 5 0 円」を「 4， 5 3 0 円」に、「 1 9 ， 6 0 0 円」を「 1 9 ， 9 7 0 円」に、

「 4， 4 3 0 円」を「 4， 5 1 0 円」に、「 4 7 ， 0 0 0 円」を「 4 7 ， 8 7 0 円」に、

「 1 2 ， 3 6 0 円」を「 1 2 ， 5 8 0 円」に、「 2 3 ， 3 5 0 円」を「 2 3 ， 7 8 0 円」

に改め、同表機械試験の項中「 3 8 0 円」を「 3 9 0 円」に、「 1 0 ， 8 1 0 円」を「

　 1 1 ， 0 1 0 円」に、「 1， 0 3 0 円」を「 1， 0 5 0 円」に、「 6， 1 0 0 円」を「

　 6， 2 2 0 円」に改め、同表金属分析の項中「 2， 2 7 0 円」を「 2， 3 1 0 円」に、

「 5， 3 2 0 円」を「 5， 4 2 0 円」に改め、同表金属試験の項中「 1， 2 2 0 円」を

「 1， 2 4 0 円」に、「 1 9 ， 2 0 0 円」を「 1 9 ， 5 6 0 円」に、「 4， 9 1 0 円」

　を「 5， 0 1 0 円」に、「 2， 7 5 0 円」を「 2， 8 1 0 円」に、「 1 2 ， 3 4 0 円」
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を「 1 2 ， 5 7 0 円」に改め、同表窯業試験の項中「 1， 4 5 0 円」を「 1， 4 7 0 円」

に、「 8， 0 7 0 円」を「 8， 2 2 0 円」に改め、同表木竹試験の項中「 3， 3 5 0 円」

を「 3， 4 1 0 円」に改める。

　　別表第 2 8 土壌、肥料及び水の項中「 2， 4 9 0 円」を「 2， 5 4 0 円」に、「 3，

7 9 0 円」を「 3， 8 6 0 円」に、「 1， 8 9 0 円」を「 1， 9 3 0 円」に、「 9 2 0

円」を「 9 3 0 円」に、「 1， 2 4 0 円」を「 1， 2 7 0 円」に改め、同表飼料及び飼

料の原料の項中「 1， 1 9 0 円」を「 1， 2 2 0 円」に、「 5， 9 5 0 円」を「 6， 0

　 6 0 円」に、「 3， 5 7 0 円」を「 3， 6 4 0 円」に、「 1， 7 8 0 円」を「 1， 8 1

　 0 円」に改め、同表農産物及びその加工品の項中「 2， 9 1 0 円」を「 2， 9 6 0 円」

　に、「 1 9 ， 6 0 0 円」を「 1 9 ， 9 7 0 円」に、「 1， 9 0 0 円」を「 1， 9 4 0 円」

　に、「 5， 5 6 0 円」を「 5， 6 7 0 円」に、「 5， 8 9 0 円」を「 6， 0 0 0 円」に

改める。

第 4条　熊本県手数料条例の一部を次のように改正する。

　　第 2条第 1項第 1 7 8 号、第 1 7 9 号、第 1 8 1 号、第 1 8 3 号、第 1 8 5 号及び第

1 8 6 号中「第 8 7 条の 2」を「第 8 7 条の 4」に改め、同項第 1 9 2 号中「規定」の

次に「（次号及び第 1 9 2 号の 3において「建築基準法第 4 8 条第 1項ただし書等の規

定」という。）」を加え、同号の次に次の 2号を加える。

　　（192）の 2　建築基準法第 4 8 条第 1 6 項第 1号に該当する場合における建築基準法

第 4 8 条第 1項ただし書等の規定に基づく建築等の許可の申請に対する審査

　　　　用途地域等における建築等の許可を受けた建築物の増築、改築又は移転に係る建

築等許可申請手数料　 1 2 0 ， 0 0 0 円

　　（192）の 3　建築基準法第 4 8 条第 1 6 項第 2号に該当する場合における建築基準法

第 4 8 条第 1項ただし書等の規定に基づく建築等の許可の申請に対する審査

　　　　用途地域等における日常生活に必要な建築物の建築等に係る建築等許可申請手数

料　 1 4 0 ， 0 0 0 円

　　第 2条第 1項第 1 9 4 号の 2中「特例の」を削り、「建築物の建ぺい率の特例許可申

請手数料」を「隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場合等における建築物の建

ぺい率の許可申請手数料」に改め、同号の次に次の 1号を加える。

　　（194）の 3　建築基準法第 5 3 条第 5項の規定に基づく建築物の建ぺい率に関する許

可の申請に対する審査

　　　　前面道路の境界線から後退して壁面線の指定がある場合等における建築物の建ぺ

い率の許可申請手数料　 3 3 ， 0 0 0 円

　　第 2条第 1項第 1 9 5 号中「第 5 3 条第 5項第 3号」を「第 5 3 条第 6項第 3号」に

改め、同項第 2 0 3 号の 2中「第 6 7 条の 3第 3項第 2号」を「第 6 7 条第 3項第 2号」
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に改め、同項第 2 0 3 号の 3中「第 6 7 条の 3第 5項第 2号」を「第 6 7 条第 5項第 2

　号」に改め、同項第 2 0 3 号の 4中「第 6 7 条の 3第 9項第 2号」を「第 6 7 条第 9項

第 2号」に改め、同項第 2 1 6 号の 2中「特例の」を「全体計画の」に、「既存の一の

建築物について 2以上の工事に分けて工事を行う場合の制限緩和に係る特例認定申請手

数料」を「既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて工事を行う場合の制限緩和

に係る全体計画認定申請手数料」に改め、同項第 2 1 6 号の 3中「特例の」を「全体計

画の」に、「既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて工事を行う場合の制限緩

和に係る特例認定変更申請手数料」を「既存の一の建築物について 2以上の工事に分け

て工事を行う場合の制限緩和に係る全体計画認定変更申請手数料」に改め、同号の次に

次の 4号を加える。

　　（216）の 4　建築基準法第 8 7 条の 2第 1項の規定に基づく既存の一の建築物につい

て 2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和に係る全体

計画の認定の申請に対する審査

　　　　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場

合の制限緩和に係る全体計画認定申請手数料　 2 7 ， 0 0 0 円

　　（216）の 5　建築基準法第 8 7 条の 2第 2項において準用する同法第 8 6 条の 8第 3

項の規定に基づく既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて用途の変更に伴

う工事を行う場合の制限の緩和に係る全体計画の認定変更の申請に対する審査

　　　　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場

合の制限緩和に係る全体計画認定変更申請手数料　 2 7 ， 0 0 0 円

　　（216）の 6　建築基準法第 8 7 条の 3第 5項の規定に基づく興行場等への一時的な用

途変更の許可の申請に対する審査

　　　　興行場等への一時的用途変更許可申請手数料　 1 2 0 ， 0 0 0 円

　　（216）の 7　建築基準法第 8 7 条の 3第 6項の規定に基づく特別興行場等への一時的

な用途変更の許可の申請に対する審査

　　　　特別興行場等への一時的用途変更許可申請手数料　 1 6 0 ， 0 0 0 円

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

　（ 1）　第 1条及び次項の規定　平成 3 1 年 4 月 1 日

　（ 2）　第 2条の規定　平成 3 1 年 6 月 1 日

　（ 3）　第 3条及び附則第 3項の規定　平成 3 1 年 1 0 月 1 日

　（ 4）　第 4条及び附則第 4項の規定　公布の日又は建築基準法の一部を改正する法律（

　　平成 3 0 年法律第 6 7 号）の施行の日のいずれか遅い日
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　（経過措置）

2　前項第 1号に掲げる規定の施行の際現にされている申込みに対する第 1条の規定によ

る改正前の熊本県手数料条例第 2条第 1項に掲げる事務に係る手数料については、なお

従前の例による。

3　第 3条の規定による改正後の熊本県手数料条例（以下「新条例」という。）第 2条第

1項の規定は、附則第 1項第 3号に掲げる規定の施行の日（以下「第 3号施行日」とい

う。）以後に行われる申込み又は請求に対する新条例第 2条第 1項に掲げる事務に係る

手数料について適用し、第 3号施行日前に行われる申込み又は請求に対する第 3条の規

定による改正前の熊本県手数料条例第 2条第 1項に掲げる事務に係る手数料については、

なお従前の例による。

　（熊本県収入証紙条例の一部改正）

4　熊本県収入証紙条例（昭和 3 9 年熊本県条例第 2 4 号）を次のように改正する。

　　別表第 1手数料の項第 1 8 3 号の次に次の 2号を加える。

　　 183 の 2 　用途地域等における建築等の許可を受けた建築物の増築、改築又は移転に

係る建築等許可申請手数料

　　 183 の 3 　用途地域等における日常生活に必要な建築物の建築等に係る建築等許可申

請手数料

　　別表第 1手数料の項第 1 8 5 号の 2を次のように改める。

　　 185 の 2 　隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場合等における建築物の建ぺ

い率の許可申請手数料

　　別表第 1手数料の項第 1 8 5 号の 2の次に次の 1号を加える。

　　 185 の 3 　前面道路の境界線から後退して壁面線の指定がある場合等における建築物

の建ぺい率の許可申請手数料

　　別表第 1手数料の項第 2 0 7 号の 2及び第 2 0 7 号の 3を次のように改める。

　　 207 の 2 　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて工事を行う場合の制限緩

和に係る全体計画認定申請手数料

　　 207 の 3 　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて工事を行う場合の制限緩

和に係る全体計画認定変更申請手数料

　　別表第 1手数料の項第 2 0 7 号の 3の次に次の 4号を加える。

　　 207 の 4 　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を

行う場合の制限緩和に係る全体計画認定申請手数料

　　 207 の 5 　既存の一の建築物について 2以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を

行う場合の制限緩和に係る全体計画認定変更申請手数料

　　 207 の 6 　興行場等への一時的用途変更許可申請手数料
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　　 207 の 7 　特別興行場等への一時的用途変更許可申請手数料

　（提案理由）

　設備の更新等、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 3 0 年法律

第 4 9 号）の制定及び建築基準法（昭和 2 5 年法律第 2 0 1 号）の一部改正に伴い手数料

の規定を整備するとともに、消費税法（昭和 6 3 年法律第 1 0 8 号）の一部改正等に伴い

適切な措置を講じる必要がある。

　これが、この条例案を提出する理由である。


